
５．低炭素型地域づくりのための７つの方策 
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 低炭素型地域づくりのための７つの方策 

低炭素型地域づくりのための７つの方策 
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① 対策の方向性設定 
② 数値目標の設定 
③ ロードマップの策定 

① 地域の特性に応じた対策・施策のパッケージ化の検討 
② GHG削減効果の定量化に向けた検討 
③ 低炭素社会がもたらすマルチ・ベネフィットの整理 
④ 対策を推進する上での課題整理と解決方策の提示 

 
 

 

① 地域づくりでは、防災・減災や将来の適応の観点からの配慮・評価が必要 
② 地域において、防災・減災及びエネルギー確保を、低炭素化と合わせて統

合的に考えていくことが必要 

平
成
21
年
度 

平
成
22
年
度 

 平成22年度までの主な検討成果 

 東日本大震災を踏まえて重要性が再認識された視点（ 平成23年度） 



低炭素型地域づくりのための７つの方策 
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③ 防災・減災、低炭素・地域エネルギー確保に関する取組を 
 横断的に評価する仕組みの構築  

④ 中長期的な観点からの土地利用・交通政策の強化 

② 地域の持続的な取組を支える新たな制度等の構築 

⑥ 地域での合意形成等を図っていくための効果定量化ツールの構築 

① 各主体が40年先の長期を見据えた魅力ある地域像を共有  

⑤ 地方公共団体の地域でのエネルギー確保に対する関与と責任の強化 

⑦ 低炭素物流の構築に向けた各主体の連携強化 



～各主体が40年先の長期を見据えた魅力ある地域像を共有～ 
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1. 地域が主体となって低炭素地域づくりを進めていくためには、40年先（2050年）の長
期的な地域の姿を見据えながら、様々な取組を継続的に積み重ねていくことが重要。 

2. 東日本大震災や原発事故を踏まえ、災害に強い地域づくり、非常時に地域でエネル
ギーを確保することの重要性を再認識。特に防災・減災や将来の適応への備えについ
て評価や配慮を行うことが重要。 

3. 防災・減災や将来の適応への備えについて配慮した上で実施する低炭素型地域づくり
に関する対策は、GHG排出削減、行政コスト削減、高齢者の生活の利便性向上ととも
に 
  ① 防災・減災への備えの充実 
  ② 中長期的に生じる地球温暖化影響に対する適応 
  ③ 地域資源の活用・緊急時のエネルギー源の確保 
に繋がり、地域の安全・安心を高め、地域の魅力向上に寄与するものであることから、
引き続き、従前からの基本的方向性に沿って低炭素型地域づくりを進める必要がある。 

4. そうした地域づくりを進めるには、地域住民、地元事業者、開発業者、行政等の関係
主体間の合意が不可欠。 

5. そのため、長期を見据えた魅力ある地域の将来像を地域で共有することが重要。 

低炭素型地域づくりのための７つの方策① 
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地域が主体となって低炭素地域づくりを進めていくためには、40年先の長期的な地域の姿を見据えな
がら、様々な取組を継続的に積み重ねていくことが重要。 

低炭素型地域づくりのイメージ 

① 各主体が40年先の長期を見据えた魅力ある地域像を共有 

対策実施前の姿 対策実施後の姿 
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防災・減災や将来の適応への備えについて配慮して実施される低炭素型地域づくりに関する対策・施
策は、防災・減災への備えの充実、中長期的に生じる地球温暖化影響に対する適応、地域資源の活
用・緊急時のエネルギー源の確保に繋がり、地域の安全・安心を高めることに寄与する。 

低炭素型地域づくりと安全・安心との関係性 

適正な資源の管理

電気自動車へ
の変換

新駅設置、運行本数増加、
サイクル/パーク＆ライド

等
公共交通の利便性向上

太陽光発電の設置

バイオ燃料
ステーション

バイオ燃料畑

自転車道の設置

自転車レーンの設置

LRTの設置

緑の街道

冷却塔の撤廃

廃熱利用

歩いて暮らせる街

公共施設の中心
市街地への移転

廃熱利用 屋上緑化

BRTの設置

屋根・屋上への
太陽光発電の設置

太陽光発電の設置

にぎわいのある
中心市街地

昔ながらの

コミュニティの維持

廃線を利用した

BRTの設置

水と緑のネットワーク

緑地による浸水の緩和
や避難場所の確保 

緊急時のエネルギー源
の確保 

防災拠点の整備による
地区・街区での安全・
安心の提供 

地域の防災組
織の維持 

他地域へのエネルギー
依存度の低減 

① 各主体が40年先の長期を見据えた魅力ある地域像を共有 



GHG排出削減 
 

 
 

防災・減災や 
気候変動に 
対する適応 
への備え 

 
 

地域資源の活用や 
緊急時の 

エネルギー源確保 

安全・安心の 
提供などによる 
地域の魅力向上 

低炭素型地域づくりがもたらすマルチベネフィットの再整理 
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• 低炭素型地域づくりは、そうした安全・安心の提供に加えて、居住者の利便性、生活の質の向上な
どにつながり、それが地域の魅力向上に寄与する。 

●居住者の利便性 

・公共交通の充実による移動時間の短縮、
移動機会の増加 

・低廉な再生可能エネルギーの利用 など 

●地域経済への波及 

・公共交通利用による地域経
済への波及効果 

・土地集約及び再開発による
都市中心部の不動産価値向
上 

・地区・街区での安全・安心の
提供 

・中心市街地の活性化 

・高齢者等の外出機会の増加
による消費増 

●日常生活のリスク低減 

・地域での非常用エネル
ギーの確保 

・他地域へのエネルギー依
存度の低減 

・災害時の避難場所（緑地・
空地）の確保 

・洪水やゲリラ豪雨への対
応 

・太陽光発電非常用エネル
ギー源の確保 

・自動車走行量・路上駐車・
渋滞減少による交通事故
削減 

●環境改善・保全効果 

・緑地や廃熱利用によるヒートアイランド
現象の緩和、熱中症の予防 

・自動車交通量削減による大気環境向上 
・生物多様性の保全 

●自治体の経営力強化 

・インフラ維持コストの削減、
行政効率の向上 

●住環境の改善 

・豊かな水と緑のある憩いの
空間の確保 

・良好な景観の保全 

●生活の質の向上 
・歩いて暮らせるまちづくりによる健康の増進 
・史跡・自然を活かした街の魅力の向上 

（注）青字は新たに追加したベネフィット 

① 各主体が40年先の長期を見据えた魅力ある地域像を共有 



～地域の持続的な取組を支える新たな制度等の構築～ 

41 

1. 現行施策の枠組み（「京都議定書目標達成計画」）で様々な取組が実施されているが、
事業が短期間で見直される、モデル的な取組の支援に限定されているなどの課題も存在。 

2. 現在、低炭素地域づくりを進めるための新たな法案（都市の低炭素化の促進に関する法
律案、農山漁村における再生可能エネルギー電気発電促進法案など）が整備されつつ
あり、先駆的な取組が進むことが期待される。 

3. 低炭素地域づくり、特に土地利用・交通政策や地区・街区整備の取組を進めるためには、
継続的に取組が進み、その成果を全国に展開・波及できるよう、継続的・安定的に取り組
めるような財源とそれを裏付ける制度が必要。 

4. 欧米諸国は、国、州、県・都市圏レベルでの地域計画（地域交通計画）を階層的に整備。
これに対し、日本では県・都市圏レベルの法定計画制度が十分でなく、計画制度の整備
と併せて、財源とそれを裏付ける制度を構築することが考えられる。  

5. また、地域の持続的な取組の担い手となる人づくりへの継続的支援も重要。 

 

低炭素型地域づくりのための７つの方策② 



温暖化対策を計画する上で地方公共団体が困っていること 

42 

 

（出典）環境省（2011）「地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査結果」 

温暖化対策を計画する上で困っていること・障害となっていること 

② 地域の持続的な取り組みを支える新たな制度の構築 

地方公共団体に対するアンケート結果によると「財源、費用の不足」が最大の課題 



低炭素型地域づくりに係る現行対策・施策の実施状況及び関連施策の動向 
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集約型都市構造の実現 
中心市街地活性化法改正（2006～）、都市・地域総合交通戦略（2007～）、低炭素都市づくりガイドラ

イン（2008～）、環境モデル都市（2008～） 
環境負荷の小さいまちづくり（コンパクトシティ）の実現 

地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル（2008～）、低炭素地域づくり
面的対策推進事業（2008～2011）、グリーンニューディール基金（2009～）、チャレンジ25地域づくり
事業（2009～） 

地球温暖化対策に関する構造改革特区制度の活用（2006～） 
地域の地球温暖化対策推進プログラム 

地域再生計画の認定（2008～） 
地区・街区レベルにおける対策 

先導的都市環境形成総合支援事業（2008～） 
エネルギーの面的な利用の促進 

天然ガス型エネルギー面的利用導入モデル事業（2007～2010）、エコまちネットワーク整備事業
（2007～2011）、社会資本整備総合交付金（2010～）、先導的都市環境形成促進事業（2008～）、次
世代エネルギー・社会システム実証事業（2011～） など 

緑化等ヒートアイランド対策による熱環境改善を通じた都市の低炭素化 
クールシティ中枢街区パイロット事業（2007～2010）、緑地環境整備総合支援事業（～2009）、社会

資本整備総合交付金（2010～） 

環境未来都市（2011～） 
総合特区（国際戦略特区、地域活性化特区）、復興特区（2011～） 
法制度化（低炭素まちづくり促進法、農山漁村での再生可能エネルギー電力促進法） 

京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画
の
対
策
・施
策 

最
近
の
動
き 

（注）青字はモデル的事業、太字下線部は2012年度以降実施される予定のないもの。 

② 地域の持続的な取り組みを支える新たな制度の構築 

現行施策の枠組みで様々な取組が実施されているが、事業が短期間で見直される、モデル的な取組
の支援に限定されているなどの課題も存在。 



モデル事業を
行っても他地
域に広がらな
い。 

新たな制度等の導入による取組進展のイメージ 
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• 現在の対策・施策は、最近新たに創設されたもので、モデル事業的なものが多いが、制度に基づい
た事業でないため、他の地域への波及効果は限定的。 

• 国全体での取組が必要な地球温暖化対策においては、地方公共団体の一定の役割を明示しつつ、
継続的・安定的に取り組めるような制度とそれを裏付ける財源が必要。 

• また、地域の持続的な取組の担い手となる人づくりへの継続的支援も重要。 

財源に裏付け
られた制度が
ない。 

取組は自治体の
意欲に委ねられ、
実施するところ・
内容は限定的。 

新たな制度化
につながらない。 

支援制度が短
命に終わる。 

財源に裏付けられた制度の導入による取組進展 

先進的な取組
が他地域へ波
及する。 

財源に裏付け
られた制度が
創設される。 

将来の地域の姿
を実現するための
継続的な取組を
実施。 

得られた知見
が新たな制度
の構想につな
がる。 

② 地域の持続的な取り組みを支える新たな制度の構築 



海外制度との比較から見える我が国地域づくり関連計画制度の課題 
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② 地域の持続的な取り組みを支える新たな制度の構築 

計画方針書

PPS

都市圏
長期交通計画
RTP/MLTP

国レベル

州レベル

県・都市圏
レベル

フランス 英国 米国 日本

国土整備方針

DTA

地域空間戦略

RSS

20 yrs 20 yrs

10-15 yrs 

地方交通計画

LTP

5  yrs
都市圏

交通改善プログラム

TIP 3 yrs

州長期交通計画
Plan SLTP

主要投資調査
MIS

総合交通調査

MMS

地域交通戦略

RTS

15 yrs

都市圏交通計画
PDU

SAFETEA-LU
(計画・事業法）

都市圏統合計画

SCOT

【SRU法】

長
期
ビ
ジ
ョ
ン

長
期
ビ
ジ
ョ
ン

州交通改善プログラム
STIP

PlanPolicy Program Study law option Compre-
hensivetransport Road凡

例

3  yrs

20 yrs

国土形成計画
（全国計画）

国土形成計画
（広域地方計画）

法定計画
の制度は
不十分

• 欧米諸国は国、州、県・都市圏レベルでの地域計画（地域交通計画）を階層的に整備。 
• 一方、日本は県・都市圏レベルの法定計画制度が十分でなく、計画制度と、それを裏付ける財源を

整備することが考えられる。  

（出典）鈴木温「運輸政策研究所：都市間交通と地球温暖化対策シンポジウム」（2009） 



（参考）フランスの計画体系 （リヨン都市圏を例に） 

国 
レベル 

州･県 
レベル 

都市圏 
レベル 

国土整備指針  
DTA 

 

地域統合計画 
SCOT 

都市圏交通計画  
PDU 

SRU法 
L123-12a条 

LOTI 

art.28条 

 

地方都市計画 
PLU 

SRU法 
L122-11条 

SRU法 
L122-1条 

 SRU法 art.98条 

【SRU法体系】 
国土整備指針（DTA） 

地域統合計画（SCOT） 

都市圏交通計画（PDU） 

Inter-SCOT 
 ・739コミューン 
 ・9025km2 

 ・265万人 
10のSCOTを統合 

リヨン都市圏のSCOT 
 ・72コミューン 
 ・730km2 

 ・125万人 

リヨン都市圏のDTA 
 ・382コミューン 
 ・4460km2 

 ・226万人 

（出典）新道路技術会議資料(2008)をもとに作成 

② 地域の持続的な取り組みを支える新たな制度の構築 
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～防災・減災、低炭素・地域エネルギー確保に関する取組を横断的に評価する仕組みの構築～ 
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1. 低炭素社会地域づくりを評価する際、CO2削減のみを評価するのではなく、防災・減災、地域
経済への波及効果、高齢化への対応等、 地域社会の多様な要請への貢献も加えるべき。 

2. 例えば、「平時にCO2排出量の少ないエネルギーを地域資源や地元の企業や人材を活用し
つつ確保出来ているか」「非常時に地域で必要最低限の自立・分散型エネルギーを確保出
来ているか」等の観点からも、取組を横断的に評価する仕組みが必要。 

3. こうした横断的評価は、対策・施策の実施後だけでなく、企画立案段階から実施されることが
重要。 

4. 具体的には、計画立案の際に、地域の将来像・目標、事業規模や財源等の手段の検討と同
時に、関連する他分野の観点からの評価・検証を行う仕組み、いわば「持続可能性アセスメ
ント」を行うことが重要。 

5. また、各段階において、行政と市民が対話を繰り返し、共同で地域の将来像や、そこに至る手
段を練り上げていくような計画策定プロセスの構築が重要。 

6. 加えて、予算規模の明確化とPDCAサイクルが組み込まれていなければ、計画は実効性の高
いものにならないため、そのような仕組みの検討も必要。 

7. こうした計画策定と評価のプロセスを繰り返していくことで、部分最適ではなく、全体として魅力
ある地域づくりの継続につながる対策・施策の選択・実施・促進が期待される。 

低炭素型地域づくりのための７つの方策③ 



エネルギー 

空間計画（都市計画） 

地球温暖化
対策 

現在の計画体系の課題 
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低炭素化対策と都市計画との連携の弱さ、津波等を想定した空間計画の不十分さ、エネルギーの視
点の欠如、部門間を繋ぐ総合的な計画が消失する可能性があるなど、各種計画間のリンクが不十分。 

防災 

総合的計画（地域の総合的で計画的な基本構想） 
各市町村の判断 
により作成しないことも
可（地方自治法改正） 

部門計画をつ
なぐ総合的な
計画がなくな
る可能性 

地球温暖化対策
計画と都市計画
の連携 

これまでのロード
マップの指摘と同じ 

エネルギーの
視点の欠如 

例えば、「市町村地域防災計画に津波防災対策として土地利用規制等を位
置づけている市町村もあれば位置づけられていない市町村もある」、「津波
対策のうち、『防災施設』や『防災体制』については災害対策基本法において
市町村地域防災計画に定める事項として例示されているが、『津波防災の観
点からのまちづくり』については、例示されていない」といった指摘。 
（出典）中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調
査会報告」（平成23年9月28日） 

津波等を想定
した空間計画
の不十分さ 
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• 部門間の矛盾解消、相乗効果の確保のため、防災、環境、エネルギー、社会、経済等の関連分野を横断的に結び
付ける計画策定及び統合的実施の仕組みが必要。 

• 計画策定に当たっては、ある分野の対策・施策を多様な側面から評価する持続性評価を組み込むことが重要。 
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地方自治体内の計画策定プロセス 

防災・環境・社会・経済に関わる地域の将来像・目標の検討 

地域計画の達成度評価 

目標 

検討 

手段 

検討 

事後 

評価 

策定時
評価 

手
段
検
証 

目
標
検
証 

地域計画の確定・実施 
計画策定1-2年間 

計画見直し4-5年ごと 

防災、環境、地域経
済への波及効果等、
地域社会にとって重
要な様々な価値への

貢献度評価 

評価フレーム等 

地域ごとの具体的詳細
データ、手段の選択肢、
手段間の評価フレーム

等 

持続可能性目標（温
暖化対策の長期目

標含む） 

総合的判断 
・評価 

市民参画プロセス 

将来像・目標につい
ての議論 

手段・実行可能性に
ついての議論 

共有されることが 
望ましい情報 

防災・環境・社会・経済に関わる施策（政策手段）パッケージの
検討（事業規模、財源等明示）※ 

防災 

エネルギー 

環境 

社会 
経済 

※ 部門計画間の相互連携や統合的
計画の策定等が考えられる。 

※ 法律上の位置づけを明確化した上、
財政支援等国の制度との連携が
期待される。 

地域計画の持続可能性評価 

地域の社会・
経済力の検

証 

地域の環境・
エネルギーの

検証 

地域の防災力
の検証 

注：上記は計画プロセスの一例であり、地域ごとに変化しうる。 

新たに検討すべき横断的な計画（イメージ） 
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（参考）英国の交通・空間計画における持続可能性評価の例 
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交通計画 空間計画 環境評価

政
策

計
画

事
業

Planning Policy 
Statement(2004-) 

Regional Spatial Strategy

(2004-) 

国の方針（White Paper etc.）

Local Development Framework
(2004-)

SEA 
Regulations

(2004)

Town and Country 
Planning 

(Environment 
Impact Assessment) 

(1988, 1999改正)

Interreg

European Spatial 
Development Perspective 

(1999)

EUの方針
（White Paper、TEN-T etc.）

Planning Process
for transport projects

※大規模事業については、Planning 
Act(2008) のプロセスに従う

EU EIA 
Directive 
(1985)

EU SEA 
Directive (2001)

Regional Transport 
Strategy

Local Transport Plan(2000-)

Sustainability
Appraisal

気候変動への
影響を評価

RSS、LDFにお

ける気候変動
への影響の考

慮を強化

Environmental 
Impact 

Assessment

気候変動への
影響を考慮

欧州レベル 国レベル Region レベル

NATA (1998-)

気候変動への影
響評価を拡張

Local レベル Project 

Multi-Modal Study

（出典）運輸政策研究（2011） 

持続可能性
評価 

③ 防災・減災、低炭素・地域エネルギー確保に関する取組を横断的に評価する仕組みの構築  
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計
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事
業 



～中長期的な観点からの土地利用・交通政策の強化～ 
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1. 地球温暖化対策の観点から、公共交通の整備・利便性向上をより一層促進し、自動車走行量
を削減していくことが重要。 

2. 具体的には、まず、交通需要マネジメント、モビリティマネジメント等、既に行われている公共交
通利用促進策を大規模に展開。その上で、公共交通を主要な移動手段としていくために、既
存公共交通機関のサービス改善（増便、速度向上、乗換え・アクセスの向上等）、新規公共交
通整備（LRT・BRT整備、バス路線拡充）などへ大胆に投資することが必要。こうした対策の効
果の発現には時間を要するため、今から取り組むことが必要。 

3. 一方で、交通施策のみによるCO2削減効果は限定的であり、土地利用施策によって国土・都
市の構造を変えていく必要がある。まず、モデル的な中心部誘導策等を進めていくことが必要。
その上で、中心部居住促進、中心部土地利用の高度化等、中心部への土地利用誘導策の
強化を図っていくことが必要。 

4. しかしながら、こうした誘導策では不十分であることから、更なる追加施策として、将来的に郊外
居住の規制（土地利用規制）等を行うことにより、長期的な中心部への人口移動を図っていくこ
とも必要と考えられる。 

低炭素型地域づくりのための７つの方策④ 


